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エストニア共和国の民主化  

プロセスと政治文化をめぐる議論  

河 原 祐 馬  

は じめに  

2004年5月，エストニアは，他の中・東欧諸国と共にEUへの正式加盟を果  

たした。しかし，エストニアのこのEU加盟への道のりは，けっして平坦な  

ものではなかった。というのも，独立後のエストニアは民主化と市場化とい  

う政治的かつ経済的なレベルでの二重の体制移行のプロセスの中で新たな国  

家の建設に着手する必要があり，特に，同国政府はこうした移行プロセスに伴  

う困難な政策的舵取りの中で，ロシア語系住民問題と呼ばれる国内の深刻な  

少数民族間題に迅速かつ有効に対処しなければならなかったからである（1）。   

エストニアでは，独立当初，社会主義体制から新たなそれへの体制移行と  

いう不安定な社会情勢の中で，ソ連時代に移住してきたロシア語系住民を新  

たに成立した国家の巾民から除外する「排他的な」市民権政策の実施によっ  

て，全人口の3割におよぶロシア語系住民が「無国籍」または「外国人」と  

しての法的地位を余儀なくされることになった。独立当初のエストニアにお  

けるこうした市民権政策の展開は必然的に先住民族と非先住民族との間に民  

族対立の基本的な構図を生み出し，また，それは国民参加の原理に反する非民  

し1）エストニアのロシア語系住民問題については，河原祐馬「バルト諸国の市民権政策と   

ロシア語系住民問題一枚治的「排除」から「編入」への途－」（河原祐馬・植村和秀編   

『外国人参政権問題の国際比較』，昭和堂，2006年）に詳しい。  
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主主義的な政策として国際社会による大きな批判に晒されることになった。   

しかし，同国は不安定な体制移行の時期をある程度乗り切り，社会的安定  

が一定程度回復した段階で非市民とされたロシア語系住民の政治参加を可能  

なものにする帰化政策を積極的に推し進め，これら少数民族の文化的自治を  

重視する多文化社会を前提とする社会的統合の方向へとその政策を大きく転  

換した。こうした政策転換の背景にはEU加盟問題という外的要因があった  

ことも確かな事実であるが，そこにはまたそうした政府による非先住民の社  

会統合政策を肯定的に受け入れようとする先住民側の意識の変化が存在して  

いたと考えられ，エストニアにおける市民権政策のこうした展開が同国の政  

治的安定に大きく寄与し，独立後の移行プロセスを成功裡に導く上で重要な  

役割を果たしたと考えられる。   

G・スミスをはじめとする欧米の研究者たちの一部は，独立後のエストニ  

アが隣国ラトヴイアとともに，いわゆる「エスニック・デモクラシー」の定  

義に入る国家であると考え，リンスとステパンもバルト諸国における民主主  

義の移行に関する自らの分析において，同様の結論を導いている。こうした  

見解に対して，社会科学着たちのそれを含むエストニア側の論者の多くは，  

それが歴史的な文脈を無視したあまりに単純化された理解であるとし，「エス  

ニック・デモクラシー」としての自国の民主主義のイメージを不適切なもの  

としてこれに反論する⊂√   

本論文では，以上のようなロシア語系住民間題と密接に結びついた独立後  

のエストニアにおける民主化をめぐる問題に焦点を当てつつ，それとの関連  

で，相対的に成功裡に進んだ1990年代のエストニアの移行プロセスの背景に  

あったと考えられる同国の政治文化的な要因について考察することにした  

い。その際，エストニアにおける中世以来の「西欧」的な伝統の議論ととも  

に，例えば，同国における大戟間期の「シビック・カルチャー」の経験が，  

また，ソ連時代の「カウンター・エリート」のネットワークのそれが，同国  

の独立および移行プロセスにどのような影響をおよぼしたのか，さらには，  

独立後のエストニアにおいて，先住民と非先住民から成る二つのエスニッ  
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ク・コミュニティの価値と制度への信楯のパターンがどのように変化して  

いったのかといった問題に目を向けることにする。  

Ⅰ．独立後のエストニアをどう見るか   

（1）民主化と安定   

独立後のエストニアは，移行期の旧ソ連東欧諸国にあって，政治・経済両  

面におけるそのプロセスを相対的に安定した状態で経過することに成功した  

数少ない国の一つであった。匡lおよび地方レベルの議会選挙も自由で公正に  

実施されていると評価され，また，数回にわたる政権交代も決定的な政策上  

の対立を生むことなく，比較的スムーズな形で行なわれている。独立後のエ  

ストニアの歴代政権は，これまで基本的には政策面で同じ路線に沿った市場  

化と民主化のための諸改革に取り組んできた。201〕1年9月の大統領選挙では，  

ソ連時代の指導者であったアーノルド・リュイテリが市場化政策の直接的な  

影響を蒙った農村部の強い支持を受けて新しい人統領に選出されたが，彼は  

これまで通り．EU と NATO加盟が同国の対外政策の最優先課題であるこ  

とを確認した。   

2002年10月の地方選挙は1万5，000人以上の候補者たちの間で戦われたが，  

全国的には左派政党の中央党が投票の25．8％を獲得し，それに中道一右派政  

党の共和党（15．5％）と改革党（12．2％）および農民政党のエストニア国民  

同盟（11．2％）が続いた。首都ターリンの市議会では，63議席の内，中央党  

が32議席を，また，共和党と改革党はそれぞれ17議席および11議席を獲得し  

た。中央党はナルヴァ市をはじめとするイダ・ヴイルマアでも比例的な勝利  

を収め・結果・ロシア語系政党の伝統的な支持基盤の切り崩しに成功した0ロ 南  

シア語系政治家たちの連合政党であるエストニア統一人民党は3議席しか獲  

得できず，全国的にも同党は5％の「敷居」を超えることができなかった（2J。  

（2）Piano．Aili．2003．川Estonia”．in Adrian Karanycky、Alexander Motyland Amanda   

Schnetzer（eds），Natio7ZS！n Transit2003，FreedomIIouse．p．253．  

3   



655 エストニア共和国の民主化プロセスと政治文化をめぐる議論   

続く翌2003年3月の議会選挙では，中央党が投票の25．4％を，また，共和  

党が24．6％を得て，101議席の内，それぞれ28議席ずつを獲得した。これに，  

改革党（19議席）と国民連合（13議席）が続いた。前首相マート・ラールの中道  

一石派政党「祖国」は7議席，中道派の穏健党は6議席にとどまった（3）。この  

選挙の大きな特徴の一一つは，ロシア系諸政党が議会での議席獲得に必要な投  

票の5％を得票できず，議会において1議席も獲得できなかったことである。  

国および地方の両レベルでのこれらの選挙結果iま，先にも述べたように，ロシ  

ア語系有権者の票の多くを中央党に代表されるエストニア系諸政党が吸収し  

たことを如実に物語っており，これらの選挙結果から見ても，エストニアで  

は他の旧ソ連・東欧諸国で顕著な現象となっている民族対立をめぐる選挙を  

通じての政治の両極化が大きく回避されている状況にあると考えられる（4）。  

1991年にソ連邦からの独立を果たしたエストニアでは，独立当初，社会主  

義体制から新たなそれへの体制移行という不安定な社会情勢の中で，ソ連時  

代に移住してきたロシア語系住民を「新国家」の国民から排除する市民権政  

策が抹用された。他のほとんどの旧ソ連構成共和国とは異なって，独立後の  

同国がその市民の決定に当たって採用した方式は，「法的連続性」という考え  

方に基づく原理主義的な「原状回復」の考え方を前提とした市民権政策のそ  

れであった。こうして，同国に住む多くのロシア語系住民が，「無国籍者」ま  

たは「外国人」としての法的地位を余儀なくされることになった。独立当初  

のこれら諸国におけるこうした市民権政策の展開は，必然的に先住民族とロ  

シア語系住民との間に深刻な民族対立の構図をつくり出し，また，それは住  

民参加の原理に反する「非民主主義的な」政策として，国連およびCSCE  

（OSCE：）やEC（EU）といった欧州の諸機関に代表される国際社会による  

大きな批判の対象となった。   

しかし，エストニアにおけるこうした非先住民排除の市民権政策の採用iま，  

（3）rんgβα〟汀r∫桝β∫，1998．3．6－12▲  

（4）2007年3月現在のエストニア議会における会派の構成については，以下の通りであ   

る：中央党（21），国民連合（12），改革党（12）．社会民主党（6），祖国連合（7），共和党  

（25），無所属（11）。  
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短期的には国内システムの安定に寄与し，逆にその結果として．民族間の紛  

争が予防されたという意味合いにおいて．今日，移行期における政治の安定  

という問題を考える上でむLろ肯定的な評価を与一えることができるものであ  

ると評価することもできよう。すなわち，制度化のレベルが低く，新たな政  

治・経済システムが軌道に乗るまでの不安定な独立直後の段階において，先  

に述べたような「法的連続性」という考え方に基づく原理主義的な「原状回  

複」の考え方を前提とした市民権政策の採用によって少数民族の政治参加に  

一定の制限を設け，それにより，新たなシステムの構築を妨げる政治的混乱  

の回避に成功したという「バルト■モデル」の観点がそれである。この「バ  

ルト・モデル」のいま→つの特徴は，不安定な体制移行の時期をある程度乗  

り切り，社会的安完が一定程度回復した段階でロシア語系住民の政治参加を  

可能なものにする積極的な帰化政策が採用され，これら少数民族の文化的自  

治を重視する多文化社会を前提とする社会的統合の方向に大きく政策転換が  

図られたことである【5）。   

こうした政策転換の背景には，EU加盟問題という外的贅因が大きな影響  

を与えていたことはすでに指摘した通りであるが，エストニアの市民権政策  

の以上のような展開が1990年代における同国の政治的かつ経済的安定に寄与  

し，ひいては，民族間の対立の深化を回避させる上で大きな役割を果たした  

ことは否めない事実であると考えられる。このことは，いわゆるゼロ・オプ  

ション方式による市民権政策を採用した多くの旧ソ連諸国の社会情勢がけっ  

して相対的に安定したものではないという現実を考える時，考えるべき多く  

の示唆をわれわれに与えてくれるように思われる。すなわち，いったん法的  

に「外国人」とされたロシア語系住民が帰化による国籍取得のプロセスを経  

ることにより市民としての自覚をもつようになり・また・こうしたプロセス   

を経て彼らが実際に政治参加の「技術」を経験的に学んだという事実は，単  

に今日のエストニアの相対的安定を説明する上での要因の一つであるという  

15）同パラグラフの「′りレト・モデル」に関する説明については，六鹿茂夫「なぜバルト   

では民族紛争が回避されたのか」『外交フォーラム』2000年7月号，81－牒2頁を参照。  

5   
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だけではなく，それはまた，市民社会の発展という同国のこれからの課題と  

も密接に関わるものであ～）．移行期以後の段階における民主主義の定着とい  

う問題を考える上でも重要な意味をもつものであるように思われる。  

（2）民主主義の定着  

制度化による民主主義体制への移行を程た次の段階で重要となる問題は，  

民主主義を「街で唯一のゲーム」として認め，民主主義的な政治プロセスに  

積極的に参加する一般市民がどれだけ存在しているかという「人々の認識や  

選好といった非制度的側面」に関わるものであると考えられる〔6）。この間題  

との関連で，最近のエストニアの社会科学着たちにとって大きな懸念の対象  

となっているのが住民の間での政治的アパシ＼の高まりである。政治参加と  

政治への関心は，この数年来低いレベルにあると言われており，例えば，国  

政選挙の投票率は，1995年のそれでは約70％だったのに対して，1999年には  

57％へと落ち込み，2003年の選挙においてもその数字は58％とほぼ横這い状  

態にあるノr7）。候補者や政党間の紛糾やどの政党の綱領も変わり映えしないこ  

となどが，こうした傾向を説明する理由としてしばしば挙げられるが，何よ  

りも，投票を通して政治制度に影響を与えることはできないという意識が住  

民の間に広がっていることが，こうした傾向の背後にあると考えられる（8）。  

エストニアは．ソ連時代晩年の分離独立運動を通じてソ連邦をその崩壊へ  

と導く上での牽引的役割を果たし，独立後の1990年代には複雑な民族間題を  

内に抱えつつ困難な体制移行の時期を乗り切り，21世紀初頭の今日，念願で  

あったNATOとEUへの加盟をほぼ同時に果たした。同国生まれの非市民  

の子供の簡易帰化を認める形での1998年の国籍法改正が示すように，ロシア  

語系住民をめぐるエストニアの市民権問題は法的な意味におけるその解決の  

（6〕岩崎正洋．200l．「民主主義の定着と民族共存の条件」．日本比較政治学会編『民族共存   

の条件』早稲田大学出版部，30頁。  
（7）PiarlU，〔ゆ．仁一Lp．242．  

（引 このような見解に対して，エストニアにおける住民たちの間でのこうした低レベルの   

政治参加の傾向をむしろ同国の社会的安定の反映であるとする反論もある。  

6   
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道のりを確実に辿っており，この間題が同国の命運を左右する政治問題の中  

心であった時代はすでに終わったように思われる。しかし，たとえこれら同  

国に居住するロシア語系住民のほとんどすべてが両国の国籍を取得したとし  

ても，国内に存在する二つの異なる民族コミュニティの社会的統合が進まな  

い限り，より現実的な意味におけるエストニア社会の安定は難しいと言える  

であろう。   

今日のエストニアにおいて何よりも重要なことは，先住民族の側における  

新しい市民に対するいま以上の肯定的な姿勢であり，また，ロシア語系住民  

の側における市民となるべき積極的な自覚であろう。その意味で，非市民の  

帰化プロセスが自動的な性格をもたないで．個々の非市民の選択の問題で  

あったことの意味は大きい。すなわち，非市民が帰化を通して国籍を取得す  

るプロセスは，彼らがエストニアの市民としてのアイデンティティを養う上  

できわめて重要な役割を果たすものであると考えられるからである。   

この異なる「二つのコミュニティ」がエストニア国民として「一つのアイ  

デンティティ」を共有できるかどうかという問題は，同国における政治の安  

定と民主主義の定着という問題を考える上でもとても興味深い「判断材料」  

をわれわれに与えてくれるように思われる。EUへの統合と国内における民  

族間の社会的統合というこの「二つの統合」プロセスの中で，同国の政治的  

空間における支配的なモデルが，今後，「エスニック」な要素と「シビック」  

なそれとの間でどのような形の少数民族政策を導いていくのか，同国におけ  

る民主主義の安定と定着をめぐる問題は，まさにこうした少数民族政策の行  

方に大きくかかっていると言えるだろう。  

Ⅱ．エスニック・デモクラシー  

G・スミスは，その民族主義的な指導者たちが「ネーション，ホームラン  

ドおよび主権の特権的な連環」を主張するエストニアの事例を「理論的なパ  

ターンにはまらない民主主義の規範からの逸脱である」として，独立後の同  

7   
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国が隣国ラトヴイアと共に，いわゆるエスニック・デモクラシーの定義の下  

にある国家であると考えるt9）。   

エスニック・デモクラシーは，（1）中心となる民族集団の制度化されたヘゲ  

モニーとマイノリティの政治的およびその他の権利の幅の限定的な設定，（2）  

一定の，しかし，全てではない市民的および政治的権利が一般に認められて  

いるという事実，（3）多極共存的な合意の水準には達しない一定の集団的権利  

の承認．という幾つかの特徴によって定義づけられるものでありり01，同理論  

の代表的論者であるS・スムーハは，エストニアの状況を「エスニック・デ  

モクラシーになる前の準備段階におけるシステムtll）」として位置づける。ま  

た，エストニアの研究者P・イェルヴェは，このスム」－ハの定義を受けて，  

エスニック・デモクラシーについて，次のように言及する。「この同には．市  

民権を通しての完全な選挙権が存在していない。実際，エストニアは管理シ  

ステムとして，正しく特徴づけられる。管理システムは，一つの民族グルー  

プが，国家を掌握し，その文化を社会に課し．また，非支配グループが政治  

的に組織し，かつ，現状を覆そうとすることを防ぐ手段を講じるという原則  

に基づいている。このシステムは，非支配エリートの取り込みと同じく，非  

支配グループの孤立と経済的依存といった管理の手段を用いる。エストニア  

の場合，無国籍の住民，特に，エストニア語を話さない人々は，この管理シ  

ステムの下にあると見なされる。彼らは不十分な国家語の知識と市民権の欠  

如故に，孤立している。すなわち，彼らは，労働市場において，適切な言語  

スキルの欠如故に平等の条件で競争することができないので，経済的に不利  

である。非市民は，彼らが法に従って政党を組織し，かつ，それに参加でき  

ないので，政治的に組織化するのを妨げられている。国家語の要件に大きく  

依存する市民権へのアクセスが，管理の主要な手段として用いられてい  
九  

（9）Smith，Graham（ed）．1994．The Ba／［ic SLtlh，S：The Na［icma／SeLfDetermtnation〆   

βぶわ7血，エαJ′〃Jαα′ヱdエヱ■血（α′～Jb，Maclllillan．  

（10：Semjono＼r，（ゆ．ごれ，p，156．  

（11）Srn00ha，Sammy．2001，TheModelqfLEfhnicDemocracy，ECMIWorkingPaperNo．  

13，EuropeanCentreforMinorityIssues．  

β   
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る（12）」と 。   

また，リンスとステパンも，エストニアとラトヴイアにおける民主主義の  

移行に関する自らの分析において基本的に同様の結論を導いている。彼らは，  

バルト諸国の事例を「デモクラシーの概念とネーション・ステートのそれと  

の間の総体的な衝突」と解釈し，その民主主義の移行に関する自らの分析に  

おいて，「1992年から93年にかけてのエストニアの政治的エリートたちは，  

EU（そして，多分彼ら自身）に対して，われわれが第Ⅲ類型（同化的な戦略）の  

国家と呼んでいるものへの途上にあるものとして自らを示したが，その予測  

可能な将来において，社会学的かつ政治学的に第Ⅱ類型のエスニック■デモ  

クラシーがエストニアにおける主たる競合モデルである」と述べている（】3）。   

独立後のエストニアの状況をエスニック・デモクラシーとして理解する国  

外の研究者たちを中心としたこうした主張に対して，エストニアの社会科学  

着たちの多くは，「西欧においても同様に，エスニックな要素が常にシビック  

なそれと共存している－：14）」ことを指摘しながら，それが歴史的な文脈を無視  

したあまりに単純化された理解であるとして，エスニック・デモクラシーと  

しての自国に対する民主主義のイメージを不適切なものとして拒絶する。彼  

らによれば，こうした国外の研究者たちの見解は，予め設定された規範的な  

姿勢に基づくものであり，「マジョリティとマイノりティの関係はどの国にお  

（12＝arve，Priit．20O5．“RerIndependent Estonial’，in Smooha，Sammy and PriitJarve  

（eds），T）lePbieqfEthuicDemocracyi71Post－Com771u71istEurope，EuropeanCentrefor   

MinorityIssues，2005，pp，63r64．  

L13）Linz，JuanJ．andAlfredStepan（eds）．1996＿Prob／ems〆Democratic Trun∫Z■tionand   

Cβ〃∫の／オ（加わ刀二So〟血γ77β〟′郎β，5〃祝√長月刑gγ！’c（7α〃dPosトC〃椚肌用太上軌〝可吼Johns   

HopkinsUniv．Press，p，433．1）ンスとステパンは，少数民族に対する政策において，排   
他的戦略として，第1類型（追放または組織的にi■退去」の選択を促す）および第2類   
型（市民的自由を与えるが，政治的自由を与えず，それによって「発言」を封じること   

によって，政治的プロセスから孤立させる）を，また，包括的な戦略として，第3類型   

（少数者を民族的な文化へと同化し，かつ，主として，少数者に対して政治的または文   

化的な権利を特別に認めないよう努める）および第4類型（少数者の権利を認める一連   

の政治的かつ市民的取り決めをつくることによって，主として，少数者に順応する）の   

計4つの類型を設定する（Linz，JuanJ，andAlfredStepan，砂．ci［．，p．429．）。  

（14）Alapuro，Risto．2003．“Estonian Views of Collective Action and Democracy●1，77ze   

カ〟γ乃〟J〆βα眈5′〟d∠g∫，34（4），p．463．  

夕  
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いても独特なものである（15）」という事実を評価していないとされる。彼らの  

主張の背景には，「隣の大国からの多くの移民を抱えるエストニアのような小  

国にとって，多民族的な解釈が未来の恒久的なリスクの根源であるという認  

識116）」が存在しており，こうした議論において彼らの多くが強調するのは，  

悲惨な歴史的背景をもつロシアとの関係の中での同国の安全保障という観点  

であり，それは，独立後のエストニアをはじめとするバルト諸国における民  

主主義の性格を理解する上での重要な鍵となる問題であると考えられる。  

独立後のエストニアの発展をエスニック・デモクラシーの文脈で捉える  

P・イェルヴュは，自国が「大量の非エストニア系住民に脅かされて，ソ連  

時代の非エストニア系入植者に対して完全な政治的権利を拡大することな  

く，代わりに，帰化する権利を彼らに与えることによって，管理システムの  

創設をもって，その民主的発展を開始したこと」および「帰化した非エスト  

ニア系の市民たちが，管理システムを免れた後も，エスニック・デモクラシー  

として特徴づけられる法的，政治的かつ文化的な条件の中にいること」を踏  

まえつつ，エストニアのエスニック・デモクラシーがその管理システムと共  

に，より長期にわたる展望において維持できないことを指摘した上で，同国  

が「多文化主義の要素をもつリベラル・デモクラシーへの道を進むであろう」  

と結論づけている（17）。  

Ⅲ，エストニアの政治文化  

エストニアをはじめとするバルトニ団は，ソ連邦構成共和国の中でいち早  

く連邦からの離脱への動きを示した国々であった。1989年8月に独立時代の  

主権の回復を求めて行われた「人間の鎖」デモには，約200万人のバルト市民  

が参加したと言われている。その成功は，バルトニ国の分離独立運動への機  

（L5）乃fd．，p．464．  

（16）J占fd．  

（17＝為rve，妨Cは，p．78．  

J∂   
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運を大きく高めるものとなった。こうしたバルト三国における分離独立運動  

のめざましい進展は，これら諸国が共有してきた歴史的かつ文化的な背景と  

密接に結びついていたと考えられる。周知のように，エストニアは，ラトヴイ  

アヤリトアニアと共に，中央アジアやコーカサス地方の他の連邦構成共和国  

とは異なって，ソ連邦編入以前に近代的な意味における国民国家を形成した  

という歴史的な経験を有している。また．エストニアは，ドイツやスウェー  

デンをはじめとする西方世界の国々にその歴史的，宗教的および文化的発展  

の多くを負っていた。それ故に，エストニア民族は，ロシアに対してよりも  

ラテン・キリスト教的な西欧世界に対してより多くの精神的基盤を有してい  

たのである。   

こうしたエストニア民族の歴史的経験の中で，1920年から40年にかけての  

大戦間期の独立時代は，エストニアにおけるソ連からの分離独立運動との関  

連において，特に重要な歴史的意義を有していると考えられる。この独立時  

代に対するエストニアの人々の感情には特別なものがあり，ソ連からの分離  

独立運動の指導者たちの多くが，様々な困難を克服しつつ，ロシアからの独  

立を達成した1917年から1920年初頭にかけての独立国家形成期に自らの運動  

の精神的な支柱を見出していた。このように，大戦間期の独立日寺代は，エス  

トニアの政治的指導者たちにとって，自らのアイデンティティを支える上で  

重要な役割を果たしてきたのである。   

以下，大戦間期の独立時代から今日へと至る時代を主たる対象として，民  

主化とロシア語系住民間題を中心とした体制移行との関連で，相対的に成功  

裡に進んだ1990年代のエストニアの移行プロセスの背景にあったと考えられ  

る同国の政治文化的な要因について，考えていくことにしたい。  

（1）大戦間期のシビック・カルチャー   

半世紀にわたる権威辛義体剛下の抑圧的なソ連時代においてさえ，市民的  

組織や集団的な協力といった側面でのエストニア系住民の高い能力が，しば  

しば大戦間期の共和国時代に発達した市民文化との関連において論じられて  

JJ   
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いる。大戦間期の1920年代から30年代にかけて，エストニアでは母国語の教  

育制度をはじめとする文化的な諸制度が創設され，この最初の共和国時代は  

独自の近代的なエストニア文化の創造の時代と呼ばれた。   

最初の独立時代までにすでにエストニア人居住地域ではその高い識字率が  

指摘されているが，同国内の10歳以上のすべての民族を対象とした1934年の  

国勢調査では，それは，94，0％という高い数値を示している（1922年は，約．1  

％）。同国ではその独立の開始時に，8歳時に開始される母国語での初等義務  

教育の原則が確立され，また，中等教育を受けたものの割合も1922年の7．6  

％から1934年の12％までの上昇を示し，1930年代末には1万5，000名程度の就  

学生を数えている。後のソ連時代における市民活動との関係で重要な役割を  

果たすことになるタルツー大学は，1919年にエストニア人を中心とした高等  

教育機関として再組織され，1930年代を通して，同大学の学生数は3，000人程  

度とその数を維持した。同大学における学生の民族構成は同国のそれにほぼ  

比例しており，1925年度におけるその内訳は以下のようになっている：エス  

トニア人（81，7％），ドイツ人（6．8％），ロシア人（5．1％），ユダヤ人（3．9％）。   

次に，この独立日寺代において，エストニアの出版活動も大きく発展した。  

1918年から1940年にかけて，小冊子類も含めた様々なジャンルの書籍出版点  

数は約2万5，000に上り，それは，独立時代以前に出された総出版点数の1．75  

倍を超えていた。また，比例代表制の選挙制度に基づく政党数の増加は，そ  

のまま発行される新聞の多様性にも反映した。1933年の新聞各紙の総数は121  

紙を数えており，ソ連による併合が行われる前年の1939年段階で，同国には  

11の日刊紙が存在していた（エストニア語8紙，ドイツ語2紙，ロシア語1  

紙）。中でも，「パエヴアレフト」紙は，4万から5万部の発行部数をもつ大  

戦間期最大の日刊紙であった。さらに，雑誌の発行も持続的に成長し，1936  

年に．その数は217詰に達した（－81。  

五  

胆）同パラグラフのエストニアの識字率をはじめとする基本的なデータについては．Raun，  

Toivo U．2001．EstoILiaandtheEstomLans，UpdatedSecond Edition，HooverInstitution  

Press，pP．133135を参照。  

J2   
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この独立時代は，演劇や芸術面での文化活動が活発な時代でもあった。1930  

年代の末までに10におよぶエストニア語による常設の劇場が開設され，これ  

により，オペラやバレーを含む一連の文芸活動が拡大した。民間のパラス芸  

術学校や国立の実業芸術学校の創設により，絵画，彫刻およびグラフィック・  

アートの分野での情動も盛んとなり，また，帝政ロシア時代の民族運動にお  

いて重要な役割を演じた「歌のフェスティバル」が1923年以降，5年ごとに  

開催されるようになった。1938年に11回目を数えたこのフェスティバルには，  

約10万人の聴衆が参加した。より頻繁に行われた地方レベルでの小規模のそ  

れらを含めたこの「歌のフェスティバル」の制度は，同国のコーラス・グルー  

プや他の音楽関係者に強い刺激を与え，この時期に培われた伝統は，後にソ  

連からの分離独立運動の際に「歌う革命」として，エストニアの名を世界に  

知らしめることとなった（19）。   

さらに，この最初の共和国時代は，その寛容な少数民族政策が当時の国際  

社会によってきわめて進歩的なものとして称賛された時代でもあった。1925  

年2月，少数民族が基本的に政府の介入から独立して自らの文化的な諸問題  

を処理することを可能なものにする文化自治法が制定された。この法律に  

よって，同国に居住する3，000人以上の規模を擁する少数民族に対して，その  

文化的生活を管理するための自治組織を公的に組織することが認められ  

たr20）。同法は，少数民族の文化的な自治組織が，例えば，図書館ヤ劇場の創  

設などの文化活動を支援できるように考えられていたが，それは特に，少数  

民族自らによる母国語教育を町有削こする学校経営のための国による支援をそ  

の主たる目的としていた。   

同法の規定に基づいて，1925年11月，まずドイツ系住民によって，ターリ  

ンで最初の文化会議が開かれた。その活動はドイツ語学校の経営を中心に進  

められ，1930年までに，ドイツ系住民による文化的自治組織への登録は約1  

万4，000人を数えた。さらに，1926年7月，ユダヤ系住民のそれがこれに続  

四   

（1頭 乃idりp．137．  

朗l〃南．，p．133．  

ノ．了  
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き，その文化会議はロシア語，ヘブライ語およびイデイッシュ語での教育を  

行うユダヤ人学校の教育行政に携わった。こうした大戦間期のエストニアに  

おける少数民族に対する寛大な施政は．当時の国際社会が課した要件を越え  

て進んでいたという高い評価を与－えられることになり，その結果，同国の文  

化自治法は，第2次大戦後の中東欧諸国における少数民族政策を導く上での  

理想的なモデルの一つと見なされたし21）。  

L・ベンニヒービヨークマンは，こうした大戦間期の活発な文化芸術活動お  

よび少数民族政策を可能にした一つの要因として，当時のエストニア社会が  

小規模の独立自営農民の文化を主体とした相対的に階級意識の欠如した社会  

であったことを指摘している。1919年，土地改革法が憲法制定会議によって  

制定され，これによって，この地の700年来の支配者であったバルト・ドイツ  

人の地主から援収した土地をエストニア人農民に分け与・えるという急進的な  

改革が実施された。彼によれば，その結果，バルト・ドイツ人の権力構造が  

破壊され，大多数の農民たちの間に，相対的に平等で，ヒエラルキーのない，  

広いコミュナルな慣行と結びついた個人主義を特徴とする新たな政治文化が  

形成されたとされるr22）。この時代のエストニアでは，非政治的で文化的なタ  

イプの自発的アソシエーションが数多く創られ，若者たちの間では，ボーイ・  

スカウトやヤング・イーグル，ホーム・ド一夕ーズといった友愛的な慈善団  

体における活動が人気を博したし∠3J。ビヨークマンは，こうした活動を通じた  

C21）同パラグラフについては，Housden．Martyn．2004．“Ambiguous Activists：Estonia’s   

Modelof CulturalAutonomy asInterpreted by Two ofits Founders：Werner   

HasselblattandEwaldAmmende”．TheJournaldBaltl’cStudips，35（3），pp．231233を   

参照。  

餌）Bj6rkman，Ⅰ．iBennich．2007，“TheCultura）RootsofEstonia’sSuccessfulTransition：   

HowHistoricalLegacjesShapedthe1990s‖，EastE2／γPPea71Po］iticsa77dSo（iede∫．VO】．21．   

pp．337339．  

餉 政党やスカンジナヴイア的なタイプの大衆運動といった政治的活動への参加を除くア   
ソシエーシ ョンヘの積極的な参加が，この時期のエストニアの特徴の一つであったこと   

が指摘できる。1934年に政党の禁止という帰結を伴って．民主主義が権威主義にとって   
代わられた時，それは，エストニアの一般人にとってはそれほど大きな問題ではなかっ   

たとされる。ここに，考慮すべき点として，この時期のエストニアにおける参加型文化   

の脆弱性という観点を指摘しておく必要がある。  

J4   
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協力的な取り組みやコミュナリズムによって創り出された相互依存的な意識  

が社会的信頼の基礎となり，そして，この時代に形成された市民文化が集団  

的なレベルで生き残ることによって，その後，それがソ連体制下でのレジー  

ムに対する抵抗と動員を行うために必要な市民的資源を提供したと論じてい  

るt24） 

（2）ソ連時代のカウンター・エリート   

先にも言及したように，エストニアは，ロシア語系住民間題を抱えながら  

も，他の旧ソ連・東欧諸国と比べて，1990年代の体制移行の時期をその市場  

化と民主化の方向に向けて順調に歩むことができた数少ない国の一つであ  

る。同国はこの時期，バルト三国の中でも他の二国を牽引する指導的な役割  

を果たした。では，エストニアは何故こうした困難な体制移行の時期を比較  

的成功裡に乗り切ることができたのであろうか。この間いに有効に答えるた  

めには，独立後初の政府を率いた指導者たちをはじめとする1990年代の同国  

の基本的な政策を遂行したソ連時代のカウンター・エリートたちの存在につ  

いて考える必要があるように思われる。というのも，権威主義的な体制から  

民主主義的なそれに向けての移行期において，特に，その初期の政権を担っ  

た指導者たちの政治的役割はきわめて重要であると考えられるからである。  

エストニアは，旧ソ連諸国の中でいち早くカウンター・エリートの人的ネッ  

トワークを形成した国であると考えられ，以■Fに見ていくように，ソ連時代  

に形成されたこうしたカウンター・エリートたちのアイデンティティは，独  

立後の同国政府による巾民権政策の展開とも密接に結びついたものであると  

考えられる。  

1970年代以降，エストニアでは同国に対するソヴイエト化政策への反発と  

して，後の分離独立運動へとつながる共産主義体制に対する反対派のネット  

ワークが次第に形成されていった。第2次大戦後，エストニア系住民は，ソ  

連の権威主義的体制のFで，自国領内における立入り禁止区域の設定，ソ連  

幽 Bj6rkman，Of”l■t．，p．341▲  

ノ．・了   
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軍の駐屯，学校でのロシア化致育，ロシア語系移民のための住宅建設ラッシュ  

といった自らの生活を脅かす数々のネガティブな発展を経験する（25）。エスト  

ニア人のカウンター・エリートたちは，公的な場所でエストニア語を話し，  

エストニアの文化を奨励する機会が次第に失われていく政治的環境の中で，  

民族としての自らのアイデンティティの喪尖に対する危機意識を持ち始め  

る。彼らの多くは，こうした自国におけるネガティブな発展に歯止めをかけ  

るために，いわゆる「回復の原理」を主張した。すなわち，彼らは大戦間期  

の「最初の共和国が回復されるべきであるとし，エストニア独立の回復こそ  

が，エストニア人とエストニアのアイデンティティをその明らかな絶滅の脅  

威から救うことができる（26）」と主張した。1990年代に展開された市民権政策  

は，こうLた回復主義者たちの主張の政治的制度化としての意味を持つもの  

であったと考えられる。  

ビヨークマンは．後に市民権政策をはじめとする独立後の政策を遂行する  

ことになる1970年代以降に形成されたカウンター・エリートたちのネット  

ワークとその性格について，自らの研究において詳しく論じている。彼は，   

1970年代半ばに「エストニアの歴史と文化について，知識人たちを教化する」  

ことを目的として結成された愛読者のサークル「樫の実」のそれを皮切りに，  

生まれ故郷の清掃や歴史的建造物の修復等の活動を通じてエストニアの歴史  

と文化について再考する「ホームタウン」および「若きクルツー」運動の活  

動について紹介している。これらの活動はクルツーおよびターリンの学生を  

中心としたものであったが，こうした運動は，民族の過去の記憶の回復を通  

して，結果的に，政治的な意味合いを持ち始める。これらの活動はさらに発  

展し，1980年代には，「エストニア遺産協会」や「エストニア学生協会」の運  

動がこれに加わり，その広汎な人的ネットワークの構築を通じて，エストニ  

ア国内にソ連のレジームと併存する「第二の社会」が形成されていった。1992  

年の独立後初の政府を率いたM・ラール．T・ヴュリステ，J・リュイクお  

錮 Aalto，（ゆ．cれp．109．  

鯛．肋れp，110．  
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よびⅠ■ハリステといったキリスト教民主主義もしくはナショナリスト的傾  

向の政治的指導者たち（27Jが．これらの運動の若き参加者であったという事実  

には興味深いものがあると言えよう（28）。  

1988年4月，エストニア人民戦線が，穏健派の共産主義者であったE・サ  

ヴイサールによって設立される。先に言及したカウンター・エリートたちの  

多くは同組織には加わらず，これと並行する形で，1970年代から釧年代に上  

記の人的ネットワークに参加した多くの個人を市民委員会および市民会議へ  

と結集させた。市民会議は，エストニア最高会議に対して議会としての役割  

を担うべく創られたオールターナティヴな組織であった。歴史的な真実が市  

民委員会運動の基礎であり，それは，国際法と大戦間期の市民権に基づくエ  

ストニア共和国の回復を提案Lた。こうして，独立後，織らはソ連時代に培  

われた自らの回復主義者としての考え方を実際に制度化することによって，  

国際社会の大きな批判に晒されることになる独自の市民権政策を推進してい  

くのである。  

Ⅳ．制度への信頼と価値の変化  

エストニア共和国政府は，1990年代末，ロシア語系住民に対する「排他的  

な」市民権政策からこれら少数民族の「編入」を前提とする積極的な社会統  

合政策に転じた。こうした政策転換の背景にEU加盟問題という外的要因が  

存在Lていたことについてはしばしば指摘されるところであるが，しかし，  

そこにはまた1990年代におけるエストニア共和国の内的要因が存在していた  

ことも見逃してはならない。以下，独立後のエストニア共和国の下で新しく  

創設された制度に対する住民の信頼および先住民族と非先住民族双方の価値  

の変化といった問題を手がかりにして，この問題について考えてみたい。  

（⊃   

研 こうした政治的指導者たちの多くは，独立後，「祖国」といったエストニア系の右派政   

党に所属し，独立直後の市民権政策の推進に重要な役割を果たした。  
鯛 同パラグラフにおけるカウンター・エリートたちのネットワ」ノクの説明については，   

Bjdrkman，坤．r乙Lpp．325332を参照。  
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1980年代末から1990年代初頭にかけて，エストニアでは，ソ連からの独立  

の是非をめぐって，独立反対派のインターフロントと独立支持派の人民戦線  

および市民委員会との間で．激しい政治対立が生じていた。独立をめぐるこ  

うした対立は，新しいエストニア共和国の制度と連邦中央のソヴイエトのそ  

れとの間で両極化された制度に対するエストニア系およびロシア系両コミュ  

ニティによる信頼のギャップに大きく硯れていた。すなわち，エストニア系  

のそれはソヴイエトの諸制度にほとんど信頼を寄せてはいなかったのに対し  

て，ロシア糸の多くは連邦政府やソ連軍のそれをはじめとする連邦中央の制  

度に高い信頼を寄せていた。こうした両コミュニテ†間の制度に対する信頼  

をめぐる溝は，独立後の新憲法下で発足した最初のエストニア共和国政府に  

よる市民権政策をはじめとする諸政策の開始をもって，さらLこ深まっていっ  

た。エストニア北束部のイダ・ヴイルマアに集任するロシア語系住民が同国  

からの分離の動きを示し，両コミュニティ間の政治的対立が最大の危機を迎  

えたのは，この時期においてであった。   

しかし，M・ティトマとA・レンメルによれば，1996年を境に独立後の新  

しい国民国家の制度に対する両コミュニティ間の信頼のレベルは，より均質  

なものとなっていく。この年，エストニアはバルト三国の中で最初に実質的  

な経済成長を示した。すなわち．同国はいわゆる「ショック療法」に基づく  

市場化に向けた急進的な経済改革に伴う全般的な混乱を乗り切り，その結果，  

政府諸機関のそれをはじめとする国家の制度的パフォーマンスも上昇に転じ  

た。選挙の争点も激しい政治対立を伴うイデオロギー的なそれから経済問題  

をはじめとする日常的なそれへと移り．政権交代も決定的な政策上の対立を  

生むことなく規則的な形で行われるようになっていく。こうした状況を受け  

て，1990年代初頭以降両極化していた両コミュニティ間の制度に対する信頼  

のレベルの幅が大きく狭まっていった29）。′  

幽 RÅmmer，Andu and Mikk Titma．2006．’‘Estonia：changing value patternsin a   

divided society”，in Klingemann．HansqDieter．Dieter Fuchs andJan Zielonka（ 

〃β研OrmCy（ブ〃dPβ／～－止・〟／C〟／J〟〝J－／Jgα∫ね〃Jg〟r（ゆど、Routledge．pp．295296．  

Jβ   



同 法（57－3）640   

1990年代前半の民主化と市場化に向けた体制移行に伴う混乱期を経て，両  

コミュニティ間の価値意識にも次第に変化が見られるようになった。まず，  

エストニア系コミュニティに関して言えば，その他の旧ソ連諸国と比べての  

同国の相対的成功とEU加盟の見込みが大きな自信となり，自国のヨーロッ  

パヘの統合に向けた政策の実現可能性が高まる中で，マイノリティ問題に対  

する彼らの態度に大きな変化がもたらされた。エストニア政府は1990年代末，  

多文化主義に基づくUシア語系住民の社会統合政策へと大きく政策転換を  

行ったが，こうした政策転換の背景には，1990年代を通じて，同国の全人口  

に占める先住民族の割合が1989年の61．5％から2000年の67．9％まで高まり，  

また，全国籍保有者に占めるその割合も84．2％となり（30），これにより，彼ら  

が自らのホームランドにおいてマイノリティ化するという危機的意識が減少  

したという要因があったことも否めない事実であると考えられる。．   

また，こうしたエストニア系コミュニティにおける危機意識の変化との関  

係で興味深いと考えられる事実は，同国のNATO加盟に対する彼らの意味  

づけが大きく変わってきていることである。独立当初，彼らにとってNATO  

加盟はロシアの軍事的脅威に関わる安全保障問題の文脈においてしばしば議  

論されてきたが，こうした彼らのロシアに対する脅威のイメージは今日急速  

に減少している。これは，自国のロシア語系住民を時としてロシアの「第5  

列」と見なしてきた彼らの以前の安全保障観と比べて大きな変化であると言  

えるだろう（31） 。   

一方，同国のロシア語系コミュニティの価値意識にも明らかな変化が生じ  

ている。彼らの多くは徐々にではあるが，独立後のエストニアにおける文化  

B碩 Hallik，Klara・2002・”NationalisingPoliciesandIntegratior・Challenges”，inLauristin， O   

Marju and MatiHeidmets（eds），The Cha〃e71ge Q［theRussia71Minority：Eme7ging 八   

MulticulturalDemoc7tl伊inFs［oMia，TartuUniv．Press，p．73．  

卸 E・ノT）－ンらは．「エストニア人たちのEUとNATOへの加盟に対する期待が，単   

にロシアの脅威によって導かれるのではなく．むしろ，西欧の政治文化との絆を再構築   

したいというそれによって導かれている」（Noreen，Erik and Roxanna Sj6stedt，2004．  

“EstonianIdentityFormationsandThreaしFraminginthePost－ColdWarEra”，J）urnal   

〆PpαCβ月g5βγr／‡，41（6），p．747．）と指摘する′二，  

J9   
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的マイノリティとしての自らの生活に適応しようとしている。1993年に非市  

民の半数しか同国の市民権を望んでいなかったのに対して，1999年にその比  

率は70％に達している（32）。特に，ロシア語系の若年層の間では，エストニア  

に対する市民的愛着の傾向が走者しつつあるように思われる。ロシア語系の  

政治的指導者たちの多くは，現下の社会統合政策に対して多くの不平を述べ  

はするが，しかし，「それは，そうした反対のほとんどが誇張的である程度に  

十分協調的なものとなっている（33）」と考えられる。  

現在のエストニア共和国では，かつて独立時の同国において大きな政治的  

影響力を有していたエストニア系民族主義者の主張は，その共感を確実に突  

いつつある。それは，かつてそうした民族主義的な運動の中心的な政党であっ  

た「祖国」に対する支持率の低下にも端的に表れている（34）。両民族コミュニ  

ティが一つの均質な市民社会に向かって統合されるためには今後さらなる多  

くの年月を要するであろうが，エストニア系住民のかなりの部分が少なくと  

も自国のマイノリティに対して以前ほどの脅威を感じなくなってきているこ  

とは，明らかな事実であると言えよう。また，最近の傾向として興味深いこ  

とは，両民族コミュニティの間でヨーロッパの諸制度に対して高いレベルの  

信頼が寄せられていることである。両コミュニティの若年層の間では，英語  

が相互の交流言語になりつつある。その意味で，今後，同国のEUへの統合  

はこれら両コミュニテ†の交流をより容易にし，国内の社会的統合プロセス  

をさらに促進する役割を果たすように思われる。  

β2）Hallik，坤．rごれp，73．  

鋤 Laitin，David D，2003．1■Three Models ofIntegration and the Estonian／f（ussian   

Reality”，rカe♪ヱJγ乃αJq／βαJわ’c5g㍑イオ（く∫，34（二2），p．218．  

仁瑚 ティトマとレンメルは，「祖国」のそれをはじめとする民族主義的な立場が独立後のエ   
ストニアにおいて次第に共感を失いつつあり，逆に，ロシア系マイノリティに対するエ   

ストニア系住民の態度がより寛容になり始めている事実を強調する（Titma and   

R負mmer．妨C∫J．，p．305．）。  
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おわ り に  

エストニアの政治文化をめぐる議論において，「ヨーロッパへの回帰」とい  

う問題を避けては通れないであろう。民族としてのエストニア人たちの意識  

には，彼らが「ヨーロッパ人であり，避け難くヨーロッパに属することによっ  

て，自らのアイデンティティを維持できる（35）」という考え方が少なからず存  

在しているように思われる。A・アラプロは，彼らエストニア人にとって，  

大戦間期の独立国家がその基本的なイメージと密接に結びついており，例え  

ば．それは「現在の国家が最初のエストニア共和国の回復として理解されて  

いるという事実に含意されている（ニー6リ と述べ，また，M・ラウリステイン  

は，こうした文脈において，1980年代末から，エストニアがヨーロッパの制  

度的かつ法的秩序を「匝】復」させることを目指していたことを指摘して  

いる（37）。   

この「ヨーロッパへの回帰」イメージには，「ソ連時代を過去の実質的な一  

部と見なすよりはむしろ，それがエストニアにおける外国的な要素であるた  

めに消失するであろう過去の残りくずと見なす（38）」傾向があり，それは，エ  

ストニアと隣国ロシアとの間に「断層線」を見出すハンナントンの文明論的  

な理解に相通ずるものがあるように思われる。事実，自国とロシアとの関係  

について，こうしたハンナントン的な理解を共有するエストニア人が数多く  

存在することも確かである。   

P・ヴイハレム，M－ラウリステインおよびⅠ・タローといったエストニ  

アの研究者たちは，「ヨーロッパヘの段階的な回帰」のイメージとの関連にお  

いて，政治の価値，規範，シンボルおよび言語といった問題に焦点を当てた  

85）NoreenandSj6stedt，OP．ctt．，p．744．  

錮 Alapuro，qt）．Cit．，p．458．  

＠7）Lauristin，Marju．1997．－‘Contexts of Transition’’，in Lauristin，Marju．Peeter   

Vihalemm，KarlErik Rosengrcn and Lennart Weibull（eds）．Returlt tO the日々stern   

t仇rJ正二CzJ〟〟和Jα〝d PoJわ■cαJfセrゆ♂r如ど∂〃と力gβ5わ〃ぬ／～Po5と－C（フ〝乙椚㍑〃isf rm〃57－一   

ttoTl，TartuUniv．Press，p．31．  

鍋 Alapuro，Qi）．Cit，p．459．  
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3段階のモデルを設定し，エストニアにおける政治文化の発展の輪郭を描こ  

うとする。彼らによれば，エストニアの政治文化は，1980年代末の「神話」  

的段階から，1990年代未にかけての「イデオロギー」的段階へと発展し，そ  

の後の段階として，l批判・合理」的段階が構想されている。そして，この最  

後の段階での市民による低レベルの政治参加が問題視され，西欧的な民主主  

義への発展のための政治的社会化のプロセスの必要性が主張されている（3り）。  

こうした政治的社会化のプロセスとの関係で，ロシア語系住民間題はエス  

トニアにおける今後の民主主義の行方に大きく関わるものであると考えられ  

る。．2005年11月，エストニア政府は，1992年の帰化プロセスの開始以来，帰  

化した人々の数が13万7，000人となり，残りの非市民のそれを超えたと声明  

し，さらに，次の10年で残りすべての非市民をできる限り統合するように努  

めることを約した。これにより，同国は，「非市民を統合するための持続的な  

その努力において重要な一里塚を通過したり0－」と言えよう。  

「一つの国の中の二つの社会」という現在の状況が「一つのより均質な市  

民社会」に向けて変化していくためには，エストニア系とロシア系コミュニ  

ティ双方における民族共存に向けた新たなメンタリティの形成が，何よl）も  

求められているように思われる。その意味で，こうしたエストニア政府によ  

るマイノリティの社会的統合に向けた積極的な姿勢と先に言及したEUへの  

統合プロセスは，同国における市民社会の構築と民主主義の定着に向けた新  

たな政i台文化を生み出す上での重要な鍵となるプロセスであると言えるだろ  

う。．また，批評家たちの指摘に見られるように，同国が2004年にNATOお  

よびEUへの加盟を果たLたことは，ロシアという脅威からの安全という問  

題にこれまで呪縛されてきたエストニアの人々にとって，同国における「歴  

個 Vihalemm，Peeter，Marju LauristinandIvar Tallo．1997．‘‘Development ofPoli［ical   

Culturein Estonia”．in LauristiIl，Mal－ju，Peeter Vihalemm，KarJErik Rosengren and   

LennartWeibu11（eds），Retur71tntheTイセ∫ter］11穐，／d二CulturulandPolitlLc（71fセ吋ectuIe   

o71t／leEs［oniaPos［－Commtmist T7t77ZSiti（J7l，TartuUniv．Press，pp．2Ol206．  

kQ）Goble，PaulA．2006．‘‘Estonia’－，inGoehr・jng，Jeannette（ed），Nz［io77Stn Tra7ZSl’t2006，   

Frepdr）mHouse．p．246，  
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史の終焉」（41）という新たなメンタリティを生み出す上での画期的な出来事で  

あったと考えられる。   

エストニアの事例が示すように，旧ソ連・東欧諸国における1990年代の状  

況をその共産主義体制F以前の歴史を見ることなしに理解することは難しい  

と言えるだろう。こうした旧共産主義諸国では，そのほとんどが多かれ少な  

かれ一般化された移行パターンから逸脱しており，それ故に，これらの国々  

にとって相互に共通したデモクラシーへの単線的な移行と言えるものは厳密  

には存在していないように思われる。こうした旧共産主義諸国の移行期にお  

ける民主化のプロセスにおいて，特に重要な意味をもつものは，いわゆる「移  

行の文化的限界」（ヰ2）という問題であるように思われる。すなわち，その出発  

の時点で初めて民主的な政治を経験した国とすでに以前の歴史においてそれ  

を経験した国との間では，そうした移行期におけるプロセスにも自ずと異  

なった方向性が見出されるのも至極当然のことであると言えるだろう。こう  

した文脈において，大戦間期に国民国家の歴史を経験し，さらに，半世紀にわ  

たるソ連の構成共和国時代を経て，EU加盟に向けて1990年代における困難  

な移行プロセスを他のどの旧ソ連・東欧諸国よりも成功裡に乗り切った同国  

のそれは，移行期において政治文化的な要因が果たす役割をめぐる議論にお  

いて，きわめてユニークな事例を提示していると言えるのではないだろうか。   

※本稿は，2007年度日本政治学会での報告「エストニアの民主化とロシア  

語系住民間題：政治文化をめぐる議論との関連で」を踏まえたものであl），  

平成19年度日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究（C）（l））「リスク論  

とソーシャル・キャピタル論に関する法政策学的基盤研究」（研究代表者 小  

田川大典）の研究成果の一部である。  

舶 乃～d．，p．247．  

舶）S・ホワイトは，lロソ連・常飲溺恒における移行プロセスについての比較的観点に基   

づいて，これら諸国の文化的要因の蚕苛性を「移行の文化的限界」という言葉をもって   

説明する（White，Stephen．2000．Rzzssia’sJJeれ，P〃／t［tcs：The Mallageme71t d〃Pos［   

communistsnrieb，，CambridgeUlliv．Press．pp．288289．）L⊃  
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